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厚生労働省雇用均等・児童家庭局長 
 

家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別 
対応職員、職業指導員及び医療的ケアを担当する職員の配置について 

 
 児童養護施設等の入所児童については、早期の家庭復帰等を支援する体制を強化する

とともに、被虐待児童等に対する適切な援助体制を確保するため、平成１１年度より家

庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）及び心理療法担当職員の配置を行

い、平成１３年度より個別対応職員の配置を行い、順次対象施設を拡大するなど、その

推進を図ってきたところである。 
今般、新たに児童養護施設及び乳児院に里親支援専門相談員（里親支援ソーシャルワ

ーカー）を配置し、里親支援の充実を図ることとし、次に定めるところにより平成２４

年４月１日から実施することとしたので、その適切かつ効果的な運用を期されたく通知

する。 
なお、この通知の施行に伴い、家庭支援専門相談員、心理療法担当職員、職業指導員

及び医療的ケアを担当する職員についての既存通知を整理し、平成１６年４月２８日雇

児発第０４２８００５号当職通知「乳児院等における早期家庭復帰等の支援体制の強化

について」、平成１８年６月２７日雇児発第０６２７００２号当職通知「児童養護施設、

乳児院及び児童自立支援施設における虐待を受けた子ども等に対する適切な援助体制の

確保について」、平成１３年８月２日雇児発第５０８号当職通知「母子生活支援施設に

おける夫等からの暴力を受けた母子及び被虐待児等に対する適切な処遇体制の確保につ

いて」、平成１７年４月２０日雇児福発第０４２０００３号当局家庭福祉課長通知「児

童養護施設等の職業指導員加算分保護単価の採択方針について」及び平成２０年６月１

２日雇児発第０６１２０１４号の４当職通知「児童養護施設における医療的支援体制の

強化について」は、廃止する。 
 おって、この通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の

規定に基づく技術的な助言である。 
 



 

 

第１ 家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー） 

１ 趣旨 
   虐待等の家庭環境上の理由により入所している児童の保護者等に対し、児童相談

所との密接な連携のもとに電話、面接等により児童の早期家庭復帰、里親委託等を

可能とするための相談援助等の支援を行い、入所児童の早期の退所を促進し、親子

関係の再構築等が図られることを目的とする。 

 ２ 配置施設 
   家庭支援専門相談員を配置する施設は、児童養護施設、乳児院、児童心理治療施

設及び児童自立支援施設とする。 

 ３ 資格要件 
   家庭支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者、

児童養護施設等において児童の養育に５年以上従事した者又は児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）第１３条第３項各号のいずれかに該当する者でなければなら

ない。 

 ４ 家庭支援専門相談員の業務内容 
 （１）対象児童の早期家庭復帰のための保護者等に対する相談援助業務 
   ① 保護者等への施設内又は保護者宅訪問による相談援助 
   ② 保護者等への家庭復帰後における相談援助 
 （２）退所後の児童に対する継続的な相談援助 
 （３）里親委託の推進のための業務 
   ① 里親希望家庭への相談援助 
   ② 里親への委託後における相談援助 
   ③ 里親の新規開拓 
 （４）養子縁組の推進のための業務 
   ① 養子縁組を希望する家庭への相談援助等 
   ② 養子縁組の成立後における相談援助等 
 （５）地域の子育て家庭に対する育児不安の解消のための相談援助 
 （６）要保護児童の状況の把握や情報交換を行うための協議会への参画 
 （７）施設職員への指導・助言及びケース会議への出席 
 （８）児童相談所等関係機関との連絡・調整 
 （９）その他業務の遂行に必要な業務 

 ５ 留意事項 
（１）施設長は、対象児童の措置を行った児童相談所と密接な連携を図りその指導・

助言に基づいて、家庭支援専門相談員をして具体的な家庭復帰、親子関係再構築

等の支援を行わせるよう努めること。 
（２）施設長は、家庭復帰等が見込まれる対象児童を把握し、家庭復帰等に向けた計

画を作成し、それに基づき、家庭支援専門相談員をして支援を行うこと。 



 

 

（３）家庭支援専門相談員は、支援を行った内容について記録を備えるとともに、施

設長はその評価を行うこと。 
（４）次に掲げる要件の一方に該当する場合は１人を、両方の要件に該当する場合は

２人の家庭支援専門相談員を加配できること。 
①定員３０人以上の施設 
②地域の要支援家庭等に対して訪問支援等を行う施設 

（５）地域の要支援家庭や施設から家庭に復帰した児童がいる家庭等を巡回して訪問

支援等を行う場合には、以下に留意すること。 
  ①支援対象者の把握については、児童相談所や要保護児童対策地域協議会等と連

携して対応すること。 
②支援に当たっては、施設の心理療法担当職員、里親支援専門相談員、自立支援

担当職員等と連携して対応すること。 
③年間を通しておおむね 10 世帯程度の地域の要支援家庭等に対して支援するよ

うに努めること。 
 
第２ 里親支援専門相談員（里親支援ソーシャルワーカー） 

 １ 趣旨 
   児童養護施設及び乳児院に地域の里親及びファミリーホームを支援する拠点とし

ての機能をもたせ、児童相談所の里親担当職員、里親委託等推進員、里親会等と連

携して、(a)所属施設の入所児童の里親委託の推進、(b)退所児童のアフターケアと

しての里親支援、(c)所属施設からの退所児童以外を含めた地域支援としての里親支

援を行い、里親委託の推進及び里親支援の充実を図ることを目的とする。 

 ２ 配置施設 
   里親支援専門相談員を配置する施設は、里親支援を行う児童養護施設及び乳児院

とする。 

 ３ 資格要件 
   里親支援専門相談員は、社会福祉士若しくは精神保健福祉士の資格を有する者、

児童福祉法第１３条第３項各号のいずれかに該当する者又は児童養護施設等（里親

を含む。）において児童の養育に５年以上従事した者であって、里親制度への理解

及びソーシャルワークの視点を有するものでなければならない。 

 ４ 里親支援専門相談員の業務内容 
 （１）里親の新規開拓 
 （２）里親候補者の週末里親等の調整 
 （３）里親への研修 
 （４）里親委託の推進 
 （５）里親家庭への訪問及び電話相談 
 （６）レスパイト・ケアの調整 
 （７）里親サロンの運営 



 

 

 （８）里親会の活動への参加勧奨及び活動支援 
 （９）アフターケアとしての相談 

 ５ 施設の指定等 
   里親支援専門相談員を配置して里親支援を行おうとする施設は、都道府県知事、

指定都市又は児童相談所設置市市長（以下「都道府県知事等」という。）が定める

期間内に都道府県知事等へ申請を行い、次に定めるところにより都道府県知事等が

年度ごとに指定するものとする。 
   なお、都道府県、指定都市又は児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）

の民生主管部（局）長は、当該年度の４月末日までに別紙様式１により、この指定

の結果を、また、実施状況については、翌年度４月末日までに別紙様式２により、

当局家庭福祉課長まで報告すること。 
 （１）児童福祉法第４５条第１項の規定により都道府県等が条例で定める最低基準が

遵守されており、かつ、施設の運営が適正に行われている場合に限ること。 
 （２）次の要件に該当する里親委託の推進に向けて意欲的に取り組む自治体において

は、１施設当たり里親支援専門相談員を２人配置できること。 
   ①「「里親委託・施設地域分散化等加速化プラン 」の実施方針について（令和３

年２月４日子家発 0204 第１号）」に基づく里親委託加速化プランに採択された

自治体 
 （３）指定する施設については、平成２０年４月１日雇児発０４０１０１１号当職通

知「里親支援機関事業の実施について」に基づき、あわせて里親支援機関に指定

することが望ましい。 

 ６ 留意事項 
 （１）里親支援専門相談員は、児童と里親の側に立って里親委託の推進と里親支援を

行う専任の職員とし、施設の直接処遇職員の勤務ローテーションに入らないこと。 
 （２）里親支援専門相談員は、必要に応じて、施設の所在する都道府県等の所管区域

を越えて里親支援を行うことができる。 
 
第３ 心理療法担当職員 

 １ 趣旨 
   虐待等による心的外傷等のため心理療法を必要とする児童等及び夫等からの暴力

等による心的外傷等のため心理療法を必要とする母子に、遊戯療法、カウンセリン

グ等の心理療法を実施し、心理的な困難を改善し、安心感・安全感の再形成及び人

間関係の修正等を図ることにより、対象児童等の自立を支援することを目的とする。 

 ２ 配置施設 
   心理療法担当職員を配置する施設は、次の施設とする。 

（１）児童養護施設にあっては、心理療法を行う必要があると認められる児童１０人

以上に心理療法を行う施設又は地域の里親、ファミリーホーム、自立援助ホーム

等に対して定期的に巡回して心理療法を行う施設 



 

 

（２）児童自立支援施設にあっては、心理療法を行う必要があると認められる児童１

０人以上に心理療法を行う施設、地域の里親、ファミリーホーム、自立援助ホー

ム等に対して定期的に巡回して心理療法を行う施設又は定員１０人以上につき１

人心理療法担当職員を配置する施設 

 （３）乳児院にあっては、心理療法を行う必要があると認められる乳幼児又はその保

護者１０人以上に心理療法を行う施設又は地域の里親、ファミリーホーム、自立

援助ホーム等に対して定期的に巡回して心理療法を行う施設 

 （４）児童心理治療施設にあっては、定員９人につき１人、定員８人につき１人又は

定員７人につき１人、心理療法担当職員を配置する施設 
 （５）母子生活支援施設にあっては、心理療法を行う必要があると認められる母又は

子１０人以上に心理療法を行う施設又は地域の里親、ファミリーホーム、自立援

助ホーム等に対して定期的に巡回して心理療法を行う施設 

 ３ 資格要件 
   心理療法担当職員は、次の資格要件を満たす者でなければならない。 
 （１）乳児院、児童養護施設又は母子生活支援施設に配置する場合 
    学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大学を除く。）

において、心理学を専修する学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した

者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能

力を有すると認められる者 
 （２）児童自立支援施設に配置する場合 
    児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第８０条第４項の規定によるものと

する 
 （３）児童心理治療施設に配置する場合 
    児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第７３条第３項の規定によるものと

する 

 ４ 心理療法担当職員の業務内容 
 （１）対象児童等に対する心理療法 
 （２）対象児童等に対する生活場面面接 
 （３）施設職員への助言及び指導 
 （４）ケース会議への出席 
 （５）その他 

５ 留意事項 
 （１）施設長は、心理療法の実施に当たっては、児童等の自立支援計画に明確に位置

付け、それに基づき行うものとする。 
 （２）施設長は、児童の措置を行った児童相談所又は母子の保護を行った福祉事務所

と密接に連携し、その指導・助言に基づいて心理療法等を行うよう努める。なお、

心理療法の実施については、精神科の嘱託医等の意見を聴くことが望ましい。 
 （３）心理療法担当職員は、常勤職員であることが原則であるが、当面、常勤的非常

勤職員（１日６時間以上かつ月２０日以上勤務する非常勤職員、複数の非常勤職



 

 

員により左記の時間数等を満たす場合を含む。）及び非常勤職員でも可とする。 
    なお、児童自立支援施設において、定員１０人以上につき１人心理療法担当職

員を配置する場合及び児童心理治療施設において、定員９人につき１人、定員８

人につき１人又は定員７人につき１人心理療法担当職員を配置する場合には常勤

職員とする。 
 （４）心理療法は、年間を通しておおむね週５日程度実施する。なお、母子生活支援

施設においては、母子の就労等の関係から休日･夜間における実施にも配慮するこ

と。 
（５） 心理療法を行うための部屋（専用室が望ましい）及び必要な設備を有すること。 

 （６）乳児院及び児童養護施設の心理療法担当職員は、対象となる子どもの保護者等

に対して、定期的な助言・援助を行うため、児童相談所等と連携をはかりながら、

積極的な家庭への訪問指導を行うものとする。 
 （７）必要に応じて、退所後の訪問指導を行うなど配慮すること。 
 （８）心理療法担当職員は、人材育成を行いにくい職種であることから、心理学を修

めた者を児童指導員や個別対応職員などとしても採用するなどにより、人材育成

を図ることができる。 
（９）次に掲げる要件の一方に該当する場合は１人を、両方の要件に該当する場合は

２人の心理療法担当職員を加配することができる。（定員１０人以上につき１人

心理療法担当職員を配置する児童自立支援施設及び児童心理治療施設を除く） 
①心理療法を行う必要があると認められる児童等１０人以上に心理療法を行う施

設 
②地域の里親、ファミリーホーム、自立援助ホーム等に対して定期的に巡回して心

理療法を行う施設 
（10）地域の里親、ファミリーホーム、自立援助ホーム等に対して定期的に巡回して、

心理療法等を行う場合には、以下に留意すること。 
①支援対象者の把握については、児童相談所や地域の里親支援機関等と連携して対

応すること。 
②支援に当たっては、施設の心理療法担当職員、里親支援専門相談員、自立支援担

当職員等と連携して対応すること。 
③施設の心理療法室や設備を使用することが有効である場合には、訪問による支援

だけではなく、施設内で支援を行うことも可能であること。 
④必要に応じて、地域の要支援家庭を訪問等して支援を行うことも可能とすること。 
⑤加算分保護単価は、その取組に応じて、以下のいずれかを適用すること。 

ア地域の対象児童１０人以上に支援を行う場合 常勤職員単価 
イ地域の対象児童５人以上１０人未満に支援を行う場合 常勤的非常勤職員単価 

 
第４ 個別対応職員 

 １ 趣旨 
   虐待を受けた児童等の施設入所の増加に対応するため、被虐待児等の個別の対応



 

 

が必要な児童への１対１の対応、保護者への援助等を行う職員を配置し、虐待を受

けた児童等への対応の充実を図ることを目的とする。 

 ２ 配置施設 
個別対応職員を配置する施設は、児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、児

童自立支援施設及び母子生活支援施設とする。 

 ３ 個別対応職員の業務内容 
 （１）被虐待児童等特に個別の対応が必要とされる児童への個別面接 
 （２）当該児童への生活場面での１対１の対応 
 （３）当該児童の保護者への援助 
 （４）その他 
 
第５ 職業指導員 

 １ 趣旨 
   勤労の基礎的な能力及び態度を育て、児童がその適性、能力等に応じた職業選択

を行うことができるよう、適切な相談、助言、情報の提供、実習、講習等の支援に

より職業指導を行うとともに、就労及び自立を支援することを目的とする。 

 ２ 配置施設 
    職業指導員を配置する施設は、実習設備を設けて職業指導を行う児童養護施設又

は児童自立支援施設とする。 

 ３ 職業指導員の業務内容 
 （１）児童の職業選択のための相談、助言、情報の提供等 
 （２）実習、講習等による職業指導 
 （３）入所児童の就職の支援 
 （４）退所児童のアフターケアとしての就労及び自立に関する相談援助 

４ 施設の指定等 
職業指導員を配置して職業指導を行おうとする施設は、都道府県知事等が定める

期間内に都道府県知事等へ申請を行い、次に定めるところにより都道府県知事等が

年度ごとに指定するものとする。また、職業指導員の活動状況及び成果については、

別紙様式３により、翌年度４月末日までに、当局家庭福祉課長まで報告すること。 
  なお、職業指導員は対象児童の就職に結びつくよう、十分にその指導を行い得 
る者を配置すること。 

（１）１か所の施設について職業指導員の加算は１人分とすること。 
（２）指導のための準備を含めた職業指導に係る総活動時間が概ね法人で規定する 

常勤職員の勤務時間数を下回らないこと。 
（３）職業指導等の対象児童が概ね 10 人を下回らないこと。 
（４）指導内容が学校教育における指導か塾等に通うことで得るもの（英会話、パソ 

コンの資格取得、調理業務等）でないこと。 



 

 

（５） 職業指導員は職業指導を行う専任の職員とし、施設の直接処遇の勤務ローテー 
ションに入らないこと。 

 
第６ 医療的ケアを担当する職員 

 １ 趣旨 
   被虐待児や障害児等継続的な服薬管理などの医療的ケア及び健康管理（以下「医

療的ケア」という。）を必要とする児童に対し、日常生活上の観察や体調把握、緊

急時の対応などを行い医療的支援体制の強化を図ることを目的とする。 

 ２ 配置施設 
   医療的ケアを担当する職員を配置する施設は、医療的ケアを必要とする児童が１

５人以上入所している児童養護施設とする。 

 ３ 資格要件 
   医療的ケアを担当する職員は、看護師とする。 

 ４ 医療的ケアを担当する職員等の業務内容 
 （１）対象児童の医療的ケア及び緊急時における対応等 
 （２）医師又は嘱託医との連携 
 （３）常備薬の管理及び与薬 
 （４）病欠児及び早退児の観察 
 （５）入所者の健康管理及び身体発達上の相談への対応 
 （６）対象児童の医療機関への受診及び行事への付添 
 （７）入所者の健康上の相談への対応 
 （８）感染予防 
 （９）緊急時における医療機関との連絡調整 

 （10）その他医療的ケアのために必要な業務 

 ５ 施設の指定等 
   医療的ケアを担当する職員を配置して医療的支援体制の強化を行おうとする施設

は、都道府県知事等が定める期間内に都道府県知事等へ申請を行い、次に定めると

ころにより都道府県知事等が年度ごとに指定するものとする。 
   なお、都道府県等の民生主管部（局）長は、当該年度の４月末日までに別紙様式

４により、当局家庭福祉課長まで報告すること。 
 （１）児童福祉法第４５条第１項の規定により都道府県等が条例で定める最低基準が

遵守されており、かつ、施設の運営が適正に行われている場合に限ること。 
 （２）医療的ケアが必要と都道府県知事等が認めた対象児童が１５人以上入所してい

る場合に限ること。 
 （３）１か所の施設について医療的ケアを担当する職員の加算は１人分とすること。 

 ６ 留意事項 
   医療的ケアを担当する職員を配置する施設の長は、児童の日常の健康を把握する



 

 

とともに、対象児童のケアについて、医療的ケアを担当する職員をして適切な支援

が行われるよう努めること。 
 
第７ 経費 
   この通知に基づく職員の配置に要する経費については、平成１１年４月３０日厚

生省発児第８６号厚生事務次官通知「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫

負担金について」によるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

別紙様式１ 
 

文 書 番 号 
（元号）  年  月  日 

 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 
 
 
                  都 道 府 県 
                  指 定 都 市 民生主管部（局）長 
                  児童相談所設置市 
 
 

（元号）  年度里親支援専門相談員を配置する施設の指定状況について 
 
 
 
 標記について、平成２４年４月５日雇児発０４０５第１１号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別

対応職員、職業指導員及び医療的ケアを担当する職員の配置について」の第２の５に基

づき指定したので、次のとおり報告する。 
 
 
 
１ （元号）  年度里親支援専門相談員配置施設指定状況 
 
 

施設種別 所管施設数 
里親支援専門相談

員配置指定施設数 

 

うち、里親委託加速化プランの

採択により里親支援専門相談員

を２人配置する施設数 

児童養護施設   
 

乳 児 院   
 

 
 
２ （元号）  年度里親支援専門相談員配置指定施設一覧 ……別紙 
  



 

 

別紙 
 

（元号）  年度里親支援専門相談員配置指定施設一覧 
 
                        都道府県市名           
 

番号 施設種別（注） 指定施設名 経営主体 
里親支援専門

相談員配置年

月日 

施設の所在地

を管轄する児

童相談所名 
      

（注）「施設種別」欄には、児童養護施設又は乳児院の別を記入すること。 



 

 

別紙様式２ 
 

文 書 番 号 
（元号）  年  月  日 

 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 
 
 
                    都 道 府 県 
                    指 定 都 市 民生主管部（局）長 
                    児童相談所設置市 
 
 

（元号）  年度里親支援専門相談員による里親支援の実施状況について 
 
 
 
 （別紙様式１の文書番号）により指定した旨報告した里親支援専門相談員配置施設に

ついて、平成２４年４月５日雇児発０４０５第１１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別対応職員、

職業指導員及び医療的ケアを担当する職員の配置について」の第２の５に基づき次のと

おり里親支援の実施状況を報告する。 
 
 
 

１ （元号）  年度里親支援専門相談員配置施設実施状況 
 
 

施設種別 所管施設数 
里親支援専門相談

員配置指定施設数 

 

うち、里親委託加速化プランの

採択により里親支援専門相談員

を２人配置する施設数 

児童養護施設   
 

乳 児 院   
 

 
 
 ２ 里親支援専門相談員の活動状況     ・・・・・別紙（様式は任意とする） 
  



 

 

別紙様式第３ 
文 書 番 号 
（元号）  年  月  日 

 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 
 
 
                    都 道 府 県 
                    指 定 都 市 民生主管部（局）長  
                    児童相談所設置市 
 
 

（元号）  年度における職業指導員の活動状況及びその成果について 
 
 
 
 標記について、平成２４年４月５日雇児発０４０５第１１号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別

対応職員、職業指導員及び医療的ケアを担当する職員の配置について」の第５の４に基

づき、別添のとおり報告する。 
 
 
【添付書類】（元号）  年度職業指導員活動状況等報告書（施設ごと・任意様式） 
  



 

 

別紙様式４ 
 

文 書 番 号 
（元号）  年  月  日 

 
 厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課長 
 
                    都 道 府 県 
                    指 定 都 市 民生主管部（局）長 
                    児童相談所設置市 
 

（元号）  年度児童養護施設における医療的ケア担当職員の指定状況について 

 

 

 標記について、平成２４年４月５日雇児発０４０５第１１号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別

対応職員、職業指導員及び医療的ケアを担当する職員の配置について」の第６の５に基

づき次のとおり報告する。 

１ 施設名  

２ 設置主体・経営主体  

３ 定員    名 暫定定員  名  

４ 継続的な医療的ケアが必要な児童数（単なる風邪等は除く。）      名 

５ 主な疾病（上位３つ） 

（１） 

（２） 

（３） 

６ いちばん重いと思われる疾病  

７ 院内学級設置の有無 有・無 （有りの場合）        分校・分教室 

８ 

医師（又は嘱託医）との連携状況 

 

 

９ 

管内における当該施設の位置付け 

 

 

 


